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I はじめに
(1) 公判前整理手続に関する研究の意義
本論文は，刑事訴訟における公判のための準備手続の役割と構造七いか
に理解すればよいか，検詰することを目的とする。特に，現行刑事訴訟法で
は「公判中心主義」は重要な原期と位置付けられてきた。現在，この原則を
否定する主張は見受けられない。そのような主張があるとすれば，それは刑
事裁判の意義を否定することになるし，裁判所の役割を失わせることになり
得るからである。しかし「公判中心主義」の実現のための手続とは伺かと問
われるならば，その具体的条件を即座にかつ館明に答えることも難しいかも
しれない。例えば，それは証人審問権や缶開法則について取り上げることに
なるかもしれない。あるいは，裁判宮や当事者の役割について考えることに
なるのかもしれない。質問が漠然としているという反応が予想されるが，逆
にいえば， 1公判中心主義」という原期が刑事訴訟法にまつわる様々な論点、
に関連していると言える。したがって，一口では言い表すことができないも
のと言えるのかもしれない。
その中で，現行崩事訴訟において設定されている「事前準備J1準備手続J
(なお，以後は準備段階の手続のことを準備手続と表現し，特に現行法規で定められてい
る手続については，かぎ括弧を付して表現することとする)については， もともと，
この公判中心主義を実現するための手続として，創設されたと蓄えるであろ
う。とすれば， これら準備段階の手続は，刑事訴訟を支える重要な原理ぞ実
現する手続と言えそうである。
裁判員制度の導入に伴い， 1新たな準備手続Jとして公判前整理手続が翻
設されることとなった。しかも， この公判前整理手続は，裁判員裁判の場合
には必要的に行われる(裁判員法49条)。 しかし，裁判のための準備手続は，
裁判員制度が導入されるということを理由としなければ必要ない， と論理必
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然的に導かれるわけではない。どのような形態の刑事裁判においても，準備
手続があるからこそ，公判がより活発化すると期待することもできる。現
に， 2004年の刑事訴訟法改正によって，公判前整理手続を，裁判官はその
裁量によって開催することができるようになった(刑事訴訟法316条の 2)。し
たがって，裁判員裁判を対象とする事件だけに隈ることなし公判前整理手
続を利用することが，法律上可能である 1)。
一方で，最近の裁判員制度の導入念めぐる新たな準備手続の創設の提案
は，それまでの現行法の枠組みにとらわれず，新しい手続を構想するもので
ある。そこには，懸案であった証拠隠示を法制度として立法し，充実化させ
ようとする意閣がある。しかも，手続に内在する問題として，①予断排除
の原知に公判前の準備手続が違反するのかどうかが議論された。その他，
②争点整理のあり方や，③被告人の主張明示義務と黙秘権・自己不罪拒否
特権との関係，④公判前整理手続に参加した裁判官と裁判員との情報の格
差の問題など，様々な課題が部上した。したがって，公判前lこ付随して生ず
る準備手続の性格やその刑事訴訟における位置づけについて，比較法研究に
より，十分に研究する意義が高まっている。そして公判前整理手続が導入さ
れ，議々な諜題が取り上げられるようになった今日では，実務の視点からも
この手続について関心が高まっている 2)。準備手続論は，現在では，多くの
関心を集め，そのあり方が議論されようとしている。
(2) 準備手続に関するこれまでの研究と論文の構成
公判前整理手続については，裁判員裁判に伴い，準備を行った上で，集中
的に審理を行うことがその導入の自的のーっとされている。一方，刑事訴訟
の中心的な役割を潰じる公判のあり方について論じられたものとしては，古
くは富田山寿博士の f直接審理Jに関する本格的な研究がある3)。また，現
行刑事訴訟法鱗定以降は，岸盛一判事らによる「集中審理jに関する一連の
研究がある 4)。しかしこれらは， もちろん公判審理に焦点が当てられてい
る。したがって f事前準備」や「準備手続」のような「準備のための手続j
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については，刑事訴訟規則に規定されていたにもかかわらず，その手続的意
義や性格，問題点については，これまで本格的には検討されたわけでは必ず
しもなかったように見受けられる 5)。もちろんそれには，これまで，わが国
では，準備手続に関する実務上の比重があまり重く置かれることがなかった
という理由も考えられるであろう。また，技術的な手続であることから，学
術的に関心が向かなかったという理由も考えられよう。
しかし，官官述したように，その関心は高まっている。そこで本論文は，比
較法的研究を行いつつ，最終的には，新たに導入された公判前整理手続の基
本的役割とその構造~検討することとしたい。
比較法的な観点、からは，これまで諸外国の手続についても，十分に検討さ
れてきたとは苦い難い状況がある。そこで，調査しやすい対象としてイング
ランド・クエールズの動向を挙げることができる。なぜなら，準備手続の形
成，創設は近年富に話題となっていて，検討すべき一次資料や論文も豊富に
あるからである。そこで，本論文は， まずはイングランド・'7エーノレズの準
備手続である答弁指示聴問 (Pleaand Directions Hearings)に関する発展過程と
現状を分析して，比較法的素材な明らかにすることを第一の自的とする6)。
イングランド・ワェーノレズの準備手続を取り上げるのは，阿国の準備手続が
外から見えやすい公開法廷の形式を採用して頻繁に符われていることも，そ
の理由にある7)。また答弁指示聴閣は，司法制度改革審議会の審議の過程で
も，わが留の準備手続を考える上で参考になると，指摘された経緯があ
る8)。
次に，アメリカ合衆国における連邦刑事訴訟規則で規定されている公判前
会議 (PretrialConference) 9)について分析することが，第二の目的である。後
述されるように，アメリカ合衆国の連邦刑事訴訟規則には，この公判前会議
について規定されている。しかし，後に述べるように，実際上，この会議は
あまり利用されていないのが現状である。もっとも，イングランド・クエー
ノレズにおける準備手続の形成においても，開会議が影響を与えているようで
ある 10)。したがって，イングランド・クエーノレズの答弁指示聴聞と対比し
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て，ここで同会議の詳細を検討する意義はある。また，開会議に関する学術
上の言及はまったく皆無ではないし，開会議は民事訴訟では幅広く利用され
ており，それとの対比を意識することも示唆に富むと思われる。さらにアメ
リカ合衆国の公判前会議は，日本においても，集中審理，公判の活性化が研
究され始めた 1960年頃に紹介ないし言及されたという歴史がある 11)。わが
国の新しい準備手続について検討する上でも，歴史的な繋がりが少なからず
あることから，検討すべき価値が高いものと思われる。したがって，本論文
でこの会議念検討の対象として取り上げることとする。
一般的に，当事者主義を基本とする訴訟構造においては，当事者が主張・
立証を行うことが中心にあり，また，訴訟関係人が十分に役割と果たすこと
を予定していて，集中審理を始めとする迅速な裁判の実現，実体的真実主義
という観点からは，職権主義に歩があると言われている。そしてさらに，当
事者主義においては，集中審理を可能にする事前準備が必要以上に慎重にな
りすぎると，分析されている 12)。したがって，当事者主義を基調とするア
メリカやイングランド・クェーノレズの立法，運用を参考にすることは， 日本
の当事者主義を前提とする裁判手続を考察する上でも，意義深いものと考え
られる。また，諸外国の刑事手続のあり方は日本の刑事手続とは異なる側揺
がある。しかし，諸外国の手続の麿史や現状を暁らかにすることは，まさに
わが国が経験していないことを実際に行っていることでもあり，十分な示唆
を与えてくれるものと思われる 13)。
最後に，これらの比較法研究を下地として，当事者主義や暗審制度などの
訴訟枠組みと絡めて，刑事手続全体の中での準備手続の意義・役割や手続の
構造・あり方に関する議論の方向性，考えられ得る問題点守分析すること
が，第三の目的である。この過程で日本における f事前準備jないしは「準
綴手続」に関するこれまでの立法経過と学術上の議論，および最近の新たな
準備手続をめぐる学術上の議論の整理と分析も行う。
また，本論文の構成については，研究過程を忠実に表すことが，むしろ
要であると忠われる。本研究の過程として，当初，準備手続の詑較法的素材
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として，イングランド・クエーノレズの手続に着目していた。 しかし調査する
につれて，イングランド・クエーノレズの準備手続は，アメリカ合衆国の類似
の制度に間接的にも影響があることがわかってきた。さらに，アメリカ合衆
国の手続について，日本でも半世記ほど揺に雷及している文献があり，また
その言及している文献の一つが，刑事訴訟法史においても一つの重要な試み
である岸盛一判事らの「集中審理論」であった。つまりわが国の準備手続を
考察する上で，この 3カ国の刑事手続に関する準備手続論には，必ずしも密
接な関係があるというわけではないが，歴史的な観点から興味深い関係があ
ることを，本研究で知ることができた。そこで，本論文もこのような研究の
経緯を忠実に描くことによって，この興味深い歴史的な関係を浮き上がらせ
ることができるのではないかと考えたことが，本論文の構成に皮映してい
る。したがって，本論文には，比較法研究を行うことにより，わが国の準備
手続論の歴史を掠り返るという視点も含まれていることが， もう…つの特徴
である。また，そのような壁史的な考察に基づいた比較法的素材を描いた上
で，刑事訴訟における準備手続論を考察することが，よりよい理論的考察に
資するものと思われる。
そこで，以下の講成によって論述を進める。まず，イングランド・クェー
ノレズの準備手続に関する比較法的考察が，第二章にて行われる。次に，アメ
リカ合衆国の準備手続に関する比較法的考察が，第三章にて行われる。そし
て，わが国における準備手続をめぐるこれまでの議論や新しく立法された公
判前整理手続の役部や具体的構造についての分析と理論的考察が，第四章に
て明らかにされる。最後に，公判前整理手続をめぐる手続の役割と構造に関
する視点、を提供することを，本論文の最終的な目的とする。
j主
1) この規定がどのような意味合いを持つのかは，今後の遼用に委ねられている。た
だし，運用によっては，日本の刑事裁判のあち方全体を変えるインパクトを持つも
のであるとも評価されている。 1出敏裕「公判前整理手続Jジュリスト 1268号73
][ (2004年)。
2) 最近では，公判前務理手続に関する著書も出版されている。大阪弁護士会・裁判
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の刑事手続と参審制度JWイタリア刑事司法制度調査報告欝~ 122-23頁 (2003年，
日弁連司法改革実現本部，イタリア刑事E司法制度調査団)参照。また，内調の司法
制度改事推進本部において設置された検討会のうち裁判員制度・刑事検討部会の第
8間会合において(平成 14年 10月15日)，アメリカ合衆国，イングランド・クエー
ノレス、lこ関する資料の他にヨーロツパ各国の公判前準備手続に関する資料が提出さ
れている。これは (http://www.kantei.go伊/jp/singi/sihou/kentoukai/saibanin/dai8/8
siryou_s.pdU (参照日 2006年7月13日)にて参照できる。なお，公判前整理手続
などの手続とは異なるが，アメリカの答弁取引の影響を禄野に入れながら， ドイツ
の訴訟関係人の非公式協議，合意についての研究として，松尾治也 IlfU挙手続にお
ける訴訟関係人の非公式協議J松尾治也・芝原邦爾編『刑事法学の現代的状況・内
藤先生古稀記念祝賀~ 563頁以下(有斐鴎， 1994年)がある。
I 千ングランド・ワェーノレズにおける
答弁指示聴聞
イングランド・クエーノレズにおける公判前審理の発展
(1) 公判前審理の発展
もともと，イングランド・クエーノレズの司法制度においても，現在の刑事
手続については，日本で議論されているような形式的な準備手続に類似の制
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度は，ごく最近，発展してきたと言えるであろう。いわゆる，公判前審理
(Pre-Trial Review) という手続は，訴追側と弁護側の法律家(治安判事裁判所
CMagistrate CourtJではソリシター，刑事法院 CCrownCourtJではパリスター)にお
ける非公式の打ち合わせによって，裁判の争点について，裁判官の主宰のも
とで議論が行われていた。具体的には， 1980年代に，治安判事裁判所の中
で，争いのある事件について，訴追側，弁護側の情報交換を促進する見地か
ら，公判前審理を設けるようになったという 1)0 
この発展の背景には，法律上，明確にされていなかった事前の証拠開示を
促進させることがある。もっとも，事前に弱い主張を確認しておくことや，
法的問題を明確化させ，議論しておく場としての役割を果たしてきたとい
う。そして，証人の数を減らしたりすることなどによる，訴訟効率上の目的
を果たしたり，事前に問題について取り扱っておくという目的も合わせ備え
ていたと評価されている2)。一般に，その理由は，審理の進行や時間的側面
において，長所があると考えられていた3)。
いずれにせよ，このような公判前審理は，具体的に法律によって定められ
ていたものではなかった。したがって，その形態も一律ではなかったことに
なる。 1980年代には，その運営が必ずしも効果的ではないとされ，治安判
事裁判所の中ではこの手続を扱わずに済ますところもあった。しかし，最終
的には公判前審理として両当事者が裁判所に指示を求めることができ，裁
判所は当事者の成り行き任せにしないという実務が定着してゆくこととな
る4)。
刑事法院についても，このように裁判所が公判前に介入し指示していくと
いう方向性が，向様に追求されていく。異体的な制定法はなかったが， しか
し1970年代には，非公式の審理が取り行なわれるようになれ判例 5)に
よっても承認されるようになった。そして， 1979年に中央刑事裁判所実務
規則 (PracticeRules at the Central Criminal Court)に，公判前審理について規定
されることとなった。イングランド・ワエーノレズ全体としては， この手続は
犠々であったとされる。しかし，主に答弁を行い，争点を明確にしたり，見
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積もり時聞を確認することが行われた。ただし，このような公判前審理を答
弁取引の場として使用しではならないということを，控訴読 (Courtof 
Appeal)は明らかにしていた6)。
(2) 1993年刑事司法に関する王立委員会報告書
刑事法読についての具体的な公判前審理がどのように開催されていたのか
については， 1990年代初頭に行われた刑事法院研究 (CrownCourt Study)を見
ると，その主主体的なあり方がわかる。これによると，調査対象のうち約25%
が公判前審理を開催しており，争いのある事件では 40%，有罪答弁をして
いる事件では 6%であった。さらに，その回数は一回とするものが大半であ
り(75%)，96%が半日以内で終了しているとのことであった。さらに， 83% 
は公判裁判官以外の裁判官で行われていた。その日的は， 70%が答弁につ
いて扱うためであるとされている。しかし，その他にも様々な理由があり，
事実関題を簡略化すること，証拠や法律問題を取り扱うこと，証人や公判期
日，時間の長さ，起訴状に関する問題を扱うことであったと，報告されてい
る7)。このように，公判前審理の運用は，刑事法院に関する研究でも，明ら
かにされるようになった。
1993年崩事司法に関する王立委員会 (RoyalCommission on Criminal Justice) 
の報告書では，その第七章において，公判に持ち込まれる事例はできる限り
完全に準備され，十分に主張されることを保証する旨の勧告が出された8)。
報告書は，呉体的には，複雑な事件については陪審員が選ばれる前に，争点
の明確化合臣的とした予備的審理 (PreparatoryHearing)を創設すべきである
し提案したのである。そして開報告書は，予備的審理における決定には拘
束力を付与することを合わせて提案した。この提案の長所としては，①争
点を明確イじすることができる，②証人を早期に決定することができる，
③答弁を早期に決定することができる，④公判期間の予測がしやすくなる
ことが挙げられている9)。このような提案は，これまで弁護鶴と訴追慨が非
公式に行っていることを公開法廷で持うことによって，裁判所も信報を把躍
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しやすしその運営がさらに効果的になるというねらいがあったのである。
それまでには，公判前に関する作業班の勧告 92(Recommendation 92 of the 
Report of the Working Group on Pre-Trial !ssues)では，刑事法院の裁判について
は，すべて事前審理に付されるような規定を作るために，試験的研究を符う
べきであるという勧告がなされていた10)。これは，当初争われていた事件
について，階審裁判として刑事法院が用意していたものの，公判の日になっ
て別に取り扱われるようになった“crackedtrial"ll)と呼ばれる事態を減少さ
せることを目的とした提案であった。このように，準備手続の重要性がより
認識されるようになってきたことが，ここに窺われる。報告書によると，そ
の当時，実際の運用でも効果が現れたとされていたようである。しかし，公
判前に関する作業班の勧告からの流れとは異なり，王立委員会は，あらゆる
事件に予備的審理が必要であるとする確信にまでは室らなかったという。単
純な事件についてはその必要性に乏しいこと，法律家が形式的に予備的審理
を必要とすることな嫌うため，そのような気が進まない法律家の問題も考慮
する必要性があるとされたのである 12)。
したがって報告書は，正式起訴事件(indictablecase)について以下のよう
な手続ぞ実現可能性を考慮しつつ構想することとなった。具体的には，訴追
側が証拠開示の請求に従ったことを明らかにする書面を弁護側に配布し，弁
護側が答弁不要の提案をしなければ，以下の手続と採ることとしている。
① 予告された期間内に，弁護側は，被告人が全であるいは一部の告発に
ついて有罪の答弁をするか，軽い方の犯罪について答弁するか書面で指
示する。そこで訴追慨は答弁が受容されうるかどうか，審理の期日が設
定されるべきかどうかを述べる。
② もし，弁護側が無罪の答弁をして，訴追側の主張を一定期間内に受け
取れば，弁護側は弁護側の開示を必要に応じて行う。そして，弁護側
は，暗審員が任命される前に予備的審理が必要かどうか，必要であれば
伺のために必要なのかといった公判前の問題に取り組む(その他には，自
白の事実，法律問題の有無，分離の申請，弁護側証人の数，公判時間の見積もり，
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弁護側開示に関連した訴追側への追加開示議求の要請などがここで取り扱われる)。
弁護側が必要でないと考えれば，訴追慨が予備的審理を必要とするかど
うか述べる。
③ どちらかの当事者あるいは裁判所が予備的審理を必要であるとすれ
ば，期日が設定される。そのような判断を裁判所に可能とさせるため
に，すべての通知と通知に対する返答が対立当事者と同様に裁判所にも
送達される。
④ 予備的審理が必要とされない場合，あるいは，予備的審理において，
裁判所は公判期日を設定する 13)。
報告書は，選択可能事件 (eitherway case)についても同様の手続が基本的
に採用されるべきとした。そしてこのような予備的審理を通じて，訴追{弘
弁護側の法律家が協力して主要問題そ明確化し，議論して，可能であれば同
意しておくことが望ましいとされたのである。報告書は，手続については実
務指示と裁判所の規則が設定されるべきであるとし，それに従わなかった場
合には何らかの制裁が必要で、あるとした。そして，費用による制裁か，必要
であれば弁護士会の懲戒に従うことにすべきであるとした。そして，さら
に，書類がパリスターに送達され，パリスターがー且受け取った書面合取り
扱う時間について，設定されるべきであるとされた14)。
また，報告書は，定められた時間制限の範西内で，河当事者は主張につい
て議論したことと，その結果について明らかにすることが求められるとし
た。予備的審理が必要でない場合には，パリスターによる「簡易証明書jが
その事実を記録し，予想される時間の長さを記入し，日数を示し，類似の事
柄をこれでカパーするように，報告書は提案した15)。
王立委員会報告書は，裁判所をその監督役とし，手続の進展を一般的に監
督したり，必要な場合には迅速に行うよう介入することを期待した16)。そし
て，当事者間で同意することができない場合に，予備的審理が適当であると
思われる場合があるとした。また，予備的審理の予定を立てる段階と実轄の
審理が始まるまでに，できる限り協議しておくことが望ましいとされた17)。
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そして報告書は，予備的審理で被告人には罪状認苔が問われるべきであると
い予備的審理は公判の一部であるという環解を示した18)。
さらに，報告書は，予備的審理を担当する裁判官には，証拠の許容性や法
律問題について命ずる権限が与えられるとした。そして，裁判官や両当事者
の法律家は，公判と予備的審理について別々の者が出席することは好ましく
ないとした則。また，予備的審理を担当した裁判官による命令 (order) と判
断 (ruling)に公判裁判官は拘束され，両当事者のパリスターは，予備的審理
で一旦決めたことを再び討議するよう求めることは禁止されるとしたのであ
るお)。
その他，報告書は，公判活動と予備的審理のための活動との適切な均欝を
達成させるために，パリスターに対する報翻額についても検討すべきである
とした21)。さらに，弁護側ノミリスターに対して不十分な活動があったり，
あまり協力的ではないことがあるような場合には，効果的な制裁を用意する
必要があるとしていた2)。
以上のような 1993年王立委員会報告書の提案は，その後，完全に受け入
れられたわけではなかった。しかし，刑事法院については， 1995年実務指
示 (PracticeDirection [Crown Court: Plea and Directions HearingsJ)が出され23)，答
弁指示聴寵 (Pleaand 0印ir悶E氏削ct巾iぬonsHe叩aむ紅r巾.
聴聞が刑事法院において，開催されることとなったのである。
i主
1) ANDREW ASHWO立TH，THE CRIMINAL P立OCESS:AN EVALUATIVE STUDY 280 (Oxおrd
University Press， 2nd ed.， 1998) 
2) John Jackson， Trial Procedures， inCLIVE WAK)ER & KEIR STARMER (ED.)， JUSTICE IN 
ERRO立154(Blackstone Press Limited， 1993). 
3) AS狂WORTH，supra note 1， at280. 
4) 1980年代の論文としては， Sheila Hill， Pre-Trial Reviews: A Study in Coventry Mag-
ぉtrates'Court， (1984) JUSTICE OF THE PEACE 148， 39-41がある。また，証拠開示と
の関係については， John Baldwin， Pre同TrialDisclosure in the Magistrates' Court， (1983) 
JUSTICE OF THE PEACE 499， 499-502; Anthony Desbruslais， Pre-Trial Disclosure in Mag 
istrates' Courts: Why Wait?， (1982) JUSTICE OF THE PEACE 146， 383-85がある。
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11) その多くは，無罪そ答弁していたが陪審裁判に入って有罪答弁に被告人が転じる
ことを理由とするものである。
12) ROYAL COMMISSION ON CRIMINAL JUSTICE， supra note 8， atpara. 14. 
13) Id. at para. 17. 
14) Id. at para. 21 
15) Id.旦tpara. 22. 
16) Id. at para. 23 
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21) Id. at para. 34. 
22) Id. at paras. 36-39. 
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2 イングランド・クェーノレズにおける
答弁指示聴問の機能と実際
(1) 答弁指示聴問の実際
イングランド・クエーノレズでは，準備手続については大きく二種類に大別
できる。すなわち，①治安判事裁判所で行われている公判前審理 (Pre-Trial
Review)1)と，②刑事法院で行われている四種類の審理(全ての正式起訴事件で
開催される)である。前者については，十分な資料がないために，ここでは
十分な検討ができない。しかし，各治安判事裁判所で，実際上，開催されて
いるようである。刑事法院については，第ーに，伝統的な制定法によらない
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答弁指示聴聞がある。これは，前述した 1995年実務指示に基づいて行われ
ている。第二に，制定法による公判前審問 (Pre-Trial He昌弘ng)がある。これ
は後述するように，裁判官の決定に拘束力あり， 1996年刑事手続・捜査法
の第四章に規定されている。第三に， 1987年刑事司法法 (CriminalJustice Act 
1987)によって導入された，重大ないし複雑な詐欺事件に関する予備的審理
(Preparatory Hearings) 2)がある。第四に，その他の複雑ないし重大な事件に関
する予備的審理がある。これは， 1996年刑事手続・捜査法第三章に規定さ
れている 3)。
正式起訴状に基づく裁判 (trialon indictment)が行われる場合に，時さ当事者
は準備する必要性があるとともに，裁判所の方もそのための必要な措置をと
ることができるようにしたのが，答弁指示聴聞である。これは刑事法院に付
託された事件を準備するためのものであり，実務指示に基づいて重大詐欺事
件以外の事件について必要的に開催されている4)。
答弁指示聴器に至る前までの手続の流れは，刑事弁護の実務書によると，
以下の通りである。まず，刑事法読に事件が送られた場合には，予備聴間
(preliminarγhearing)が行われ，そこで保釈の申請が行われたり，答弁指示聴
間の期日が設定される。そして，刑事法院への付託が決定された後，第一自
証拠開示が訴追{期からなされると，弁護側開示について，弁護人は依頼者と
相談することとなる。また，弁護棚ソリシターは，被告人が拘禁されている
場合には 7日以内に，被告人が保釈されている場合には 21日以内に訴訟事
件摘要書を公判代理人に送付し，それぞれ，付託されてから 14日以内， 28 
日以内に，公判代理人と会議を持つこととされている。さらにその後， 14 
自後に答弁指示聴閉が行われるという流れをたどることになる。通常，付託
されてから，被告人が拘禁されている場合には 4週間以内，被告人が保釈さ
れている場合には 6週間以内に，答弁指示聴聞が開催されることとなる。こ
の間に，例えば，弁護側は，公判で必要とされる証人リストを裁判所と訴追
側に提出することとなる 5)。
次に，具体的な答弁指示聴聞の内容を， 1995年実務指示から見てみよう。
119 
答弁指示聴間の目的は，公判に必要なことを行うほか，裁判所が公判期日を
定めるために重要な構報を得ることである。できる限り，ノtリスター，ソリ
シターは答弁指示聴聞に出席することとなっている。したがって， 1995年
実務指示によれば，公判担当者と開一人物であることが絶対的に要求されて
いるわけではない。被告人は裁判所の許可がない限りは，法廷に原則として
出廷する。答弁指示聴関では，弁護側は，出廷することを要求する訴追側証
人のリストを提供しなければならない。訴追側，弁護側は，裁判所と相手方
当事者に，裁判所の指示を仰ぐ問題の要旨を提出しなければならない。重大
で，長期ないし擾雑であると考えられる事件の答弁指示聴聞では，裁判官の
利用のために，訴追f~Uが主張の要約を準備しなければならない。答弁指示穂
聞では，原郎として，アレインメント (arraignment)が行われる。被告人が有
罪を答弁したときには，裁判宮は，できる限り，量刑手続へと事件を進め
る。被告人が無罪を答弁した場合，あるいは被告人の答弁が受け入れられる
ものではない場合には，両当事者が，主に次の事項について，裁判所lこ知ら
せることが期待される。
-主張の争点
・被告人，証人の精神・医療上の状況
-書簡ないしは口頭によって裁判所に出される証人の数
・日程，物証
・予想される法律問題，証拠の許容性の問題
.すでに開示されたアリバイ
・ライブテレビリンク， j壁薮，事前に記録されるインタビューを通じて年
少者の証言を得ることについての申請
-予想、される公判期開
-証人と荷主当事者の可能な日，証人に必要な時間
以上が主な内容である。このように，答弁指示聴問の枠組みが定められて
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いる。ただし，具体的には，弁護側，訴追側から調査票 CIudge'sQuestionaire) 
が書き込まれ，これが裁判宮に提出されて，裁判官の書類の中に組み込まれ
る。そして，裁判官がそれを見ながら裁判の進行を考えていくこととなる。
手続は公開である 6)。
もっとも聴関の記録は公判で利用される資料とはならない。この理由とし
ては，次のように説明されている。すなわち聴簡において，裁判官が重要な
問題などを認識，確認する上で，パリスターらの助けが期待されている。そ
して聴問の主要目的を達成するためには，パリスターらが裁判所に対して最
大限の協力をすることができなくてはならない。そのためには，彼らに自由
さを感じさせるようにするためであるという7)8)。
(2) 裁判官の決定に関する拘束力
イングランド・ヲエーノレズにおける一つの問題は，答弁指示聴関が行われ
でも，そこで判断されたことが公判裁判官によって覆されてしまうというこ
とである。そのような状態が多ければ，準備手続の意味が間われることにな
るという。また，答弁指示聴簡に出席するパリスターと公判に出席するパリ
スターが異なるという時題も考えられる。そうなると，結局のところ公判で
もう一度問題を討議し誼すことになり，答弁指示聴聞があまり重要ではなく
なってしまうということを意味する。例えば，若手を送り込んで、，かりに都
合の悪い結果となると，異なる命令を公判裁判官に申請することができると
いった問題が考えられるのであろう。
そこで， 1996年刑事手続・捜査法 (TheCriminal Procedure and Investigations 
Act 1996)9)の制定により，那事法院の裁判官は公判前審理において，証拠の
許容性と法的問題に関して，その後，手続が進行した段賠でその事件を主催
する裁判官に対して，拘束力含有する判断 (ruling)を事前に下すことができ
るようになった。すなわち 39条ないし 43条で， このことが規定された。
まず39条では，その百的が規定されている。公判前審問 (Pre-TrialHearing) 
は，①正式起訴状に基づく裁判 (trialon indictmer 
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期に行われるものをいう。すなわち， 1998年犯罪及び騒擾法第51条に基づ
き被告人が関連する犯罪で公判に付託された後，あるいは公判に関する手
続が刑事法院に移送された後で，かっ公判の開始前に苛われるものをいう
(1環)。あるいは，② 1933年司法運営(雑則)法 (TheAdministration of Justice 
CMiscellaneous ProvisionsJ Act 1933) の第2条第2項Cb)の権限によって選択さ
れた正式起訴状の起訴による正式起訴状に基づく公判(控訴院の指示，あるい
は裁判官の掲示ないしは同意によって選択された正式起訴状)に関連する場合で，正
式起訴状が選択されて，公判が開始する前において開催される場合も，その
聴関は公判前審問である (2項)。そして，公判が始まる官官に，公判前審開が
開始されることとなる。すなわち，正式起訴状に基づく公判では，有罪の問
題や答弁の適切さについての検討のために措審が宣誓した時が，その開始に
当たる。陪審が宣誓する前に裁判所が有罪の答弁を受け入れるときには，そ
の答弁を受け入れるときが，その開始に当たる。したがって， このように定
義された「開始」の前に行われたものが， ここでいう公判前審問ということ
になる。これは， 1987年刑事司法法 (TheCriminal Justice Act 1987) 8条及び30
条の予備的審理 (PreparatoryHearings)に従う (3項)。
次に 40条が裁判官の決定について規定している。すなわち，裁判官は公
判前審問において証拠の許容性 (admissibilityof evidence)に関する問題，ある
いはその他の関連事件に関する法律問題について，決定することができる
(1項)。その決定は，当事者による申立てによるか，裁判官自身が必要であ
るとする判断に基づいてなされる (2項)。この決定については，決定がなさ
れたときから被告人の訴追が解決されるまで，拘束力 (bindi時 efect)を付与
される。ここでいう「被告人の訴追が解決されるJときというのは，結審が
有罪か無罪の評決をするか，訴追1~Uが訴追手続の中断を決定するまでのとき
のことである (3項)。ただしこの場合には，裁判官は両当事者からの申立て
により，または裁判官自身の必要とする判断により，司法の和益から，裁判
官がそれを取り消すこと，ないしは変更する(若しくは蒋変更する)ことが可
能である (4項)。両当事者が申し立てる場合には，前の決定がなされたとき
122 
刑事訴訟における準備手続の役割と構造(1)
から，あるいは前の申立て(王子しくは最後の申立て)がなされた場合にはその申
立てがなされたときから，状況が実霊的に変化したこと (amaterIaI change of 
cIrcumstances)を示さなければ，申立てをすることができない (5項)0 4項に
基づき取消ないし変更する場合には，官官に取消守した裁判官と同じ裁判官
(若しくは複数の裁判官の一部)である必要はないし，変更した裁判官と同じ裁
判官(者しくは複数の裁判官の一部)である必要はない (6項)。
このように，イングランド・クエーノレズの法律は，争点について決定した
後に，それをヲ蒸し返して一度決まったことを撤匝できないような状態にした
わけではない。しかし，当事者が望めば自動的に争点、について再検討するこ
とにもならない法律的な仕組みが形成されている。その他に，第40条に基
づきなされた命令，その命令を求める申立ての手続，取消・変更の命令，そ
の命令を求める申立ての手続については，公判が終了するまで，それら書麗
に基づく報告は公表されず，英国において受信される関連番組で報道されな
いという制限が課されている。裁判官はこの制隈を，全面的ないし一部，解
験する命令を出すことができる。ただし， これに対して被告人はその命令に
異議申立てをすることができる。もっとも，裁判所はこの申立てに対して，
司法の利益から，制限を解除する権限も有している(第41条)。
(3) 予備的審理
その他に，注意すべきこととして，イングランド・クエーノレズにおいては，
一定の事件については，公式の準備手続として法律によって制定された手続
もある。すなわち， 1996年刑事手続・捜査法では，公式の準備手続として
予備的審理 (PreparatoryHearings)を命ずることができるとする，裁判官の権
限が法定されている。予備的審理は， 1987年刑事司法法に基づき，重大詐
欺事件について導入されたものである。その後，重大ないし擾雑な事件にお
いて，重大な問題な確認することによって，陪審の理解の援助となり，手続
を促進させ，裁判官の公判運堂の援助となり得ることから，実質的に伺らか
の和益が生じうるような事件についてまで予備的審理を開催することが，
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1996年刑事手続・捜査法によって規定されたのである。したがって，予備
的審理を行う事件の範囲が拡大されたことになる 10)。
規定によれば，刑事法院の裁判官は，賠審が宣誓する前に，複雑な事件，
長期になるような事件が正式起訴状(indIctment)において明らかであると思
われる場合には，実質的な利益が審理から生じると思われるときには，予備
的審理を命ずることができる (29条1項)。ここでの審理を開催する利益とし
ては，争時審の評決にとって重大 (materIal)になり得る争点を明確化する，
②そのような争点を陪審が理解することを支援する，③階審の前で手続を
はかどらせる，④公判裁判官による運営合支援する， という利益が考慮さ
れる(同 2項)。ただし， 1987年刑事司法法に基づく重大ないし複雑な詐欺
事件のときには，この命令は出せない(同 3項)。裁判官が命令するのは，訴
追官からの申立てに基づく場合，被告人から(被告人が複数の場合には，いずれ
かの被告人から)の申立てに基づく場合，裁判官自身の必要であるとする判断
に基づく場合がある(悶H良)。
裁判宮が予備的審理を命令するときには，公判がその審理とともに開始さ
れる。それまでにアレインメントの手続がなければ，その審理の官頭で，ア
レインメントの手続が行われる(30条)。裁判官には，予備的審理において，
31条で定められた権限を行使することができる (31条l項)。そして，裁判
官は，時宜に応じて予備的審理念延期することができる(悶 2項)。
31条で定められている裁判官の権限は次の通りである。まず，裁判官は
証拠の許容性に関する問題，事件に関するその他の法律問題について決定す
る (ruling) ことができる (31条3項)。また，裁判官は訴追官に対して，以下
のことを命ずることができる。①裁判所と被告人(ら)に，以下のことを記
された書面 (writtenstatement) (起訴事実記載議 (casestatementJ)を提供すること
を命ずることができる (4項(a))。その書面とは， (a)訴追慨の主張に関す
る主要事実， (b) それら事実について証言する予定の証人， (c) それら
実に関連する証拠物 (exhibits)，(d)訴追慨が依拠しようと考えている法規，
(e)起訴状記載の訴因に関連する効果で， (a)~(d) に該当する事柄から生じ
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ると訴追官に思われるものである (5項)。その他に，裁判官は訴埠官に対し
て，以下のことを命ずることができる。すなわち，②裁判官は，訴追側証
拠や説明資料を，賠審の理解の援助となりうるような形で準備し，その形式
で，裁判所と被告人(ら)にその各々を交付することを命ずることができる
(4項(b))。さらに，③裁判官は訴追官からして内容の真実性が自認される
べきと思料される書類の通知，そして訴追宮からして同意されるべきと思料
されるその他の事柄が記載された書類の通知を裁判所と被告人(ら)に交付す
るよう命ず、ることができるは壌(c))。④裁判官は，被告人(ら)による異議
を考醸して，裁判官にとって適当と思われる場合には，①に基づく命令に
よって提出された起訴事実記載書を修正するよう命ずることができる (4項
(d))。
裁判官が訴追官に起訴事実記載書を提供するよう命じ，訴追官が命令に応
じた場合には，裁判宮は被告人(ら)に以下のことを命ずることができる (31
条6項)。すなわち，①裁判官は，裁判所と訴追官にー殻的な言葉で弁護の
方針を述べる書面と訴追側に対して争点を形成する主要事柄を示す書面を交
付するように命ずることができる (6項(a))。また，②裁判官は，起訴事実
記載書に対する被告人の異議に関する通知書を，裁判所と訴追官に交付する
ように命ずることができる (6項(b))。さらに，③裁判官は，被告人が取り
上げることを?希望する法律問題(証拠の許容性に関する問題を含む)と，被告人
がその自的のために依拠しようと考えている根拠についての通知書七裁判
所と訴追官に交付するよう命ずることができる (6項(c))。
裁判官が4項の③で通知書合交付するように訴追官に命じ，訴追宮がこの
命令に応じた場合には，裁判官は被告人(ら)に，以下のことが記された通知
書を裁判所と訴追官に交付するように求めることができる。すなわち，① 4
項(c)に関連する通知で記載されている書類ないしその他の事柄について訴
追側とどの程度問意するのか(向 7項(a))，および，②同意しない場合には
その理由 (7項(b)) である。なお，裁判官は第7項に基づき示された理由が
不十分で、あると思料した場合には，被告人にその旨を告げてさらに理由を示
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すよう命ずることができる (9項)0 31条に基づく命令 (order)ないし判断
(ruling)は，公判中に効力を持つ。ただし，裁判官が申立てを受けて司法の
利益から変更ないし取消が必要と認められる場合には，その限りではない
(10項)。
は， 31条に基づいて課された要求に応じて開示した主張を変更す
ることができる (34条l項)。当事者が 31条に基づいて課された要求に応じ
て開示した主張を変更する場合，あるいは当事者がそのような要求に従うこ
とができない;場合には，裁判官し裁判官の許可に基づいた上で，その相手
方当事者は，裁判官ないし相手方当事者lこ対して適当と認められる陳述を
(主張に応じて)することができる。そして，陪審は，適当と認められる推
論を行うことができる(向 2項)。許可することができるかどうかの判断に当
たっては，裁判官は，①変更するないしは従うことができない場合の程度，
②そうすることに正当性があるかどうか，を考慮する(問 3項)。
34条に定める場合を?捻き，① 31条 6項(a)に基づき提出された書面，
@ 31条に基づいて諜せられた要求によって提出されたその他の被告人側の
主張に関する情報は，被告人の向意なくして，陪審が宣誓した後の公判の設
階で開示されることはない(34条4項)。
31条3項に基づく，証拠の許容性や法的問題に関する準備手続での裁判
の決定については，控訴院に対して不服ぞ申し立てることが可能であり
(35条)，さらに貴族院への上訴の道も用意されている(36条)ll)。
以上のように，イングランド・クェーノレズには，答弁指示聴間以外にも，
裁判官の判断に拘束力を付与することができる審問，一定の事件に対して特
別に用意されたものとしての予備的審理という複数の準備手続があることに
なる。
(4) 答弁指示聴簡の形成後の諜題
ザ、ンダー 教授は， 1993年刑事司法に関する王立委員会報告書の皮対意見
において，これら答弁指示聴閣の効用を主張し，すべての事件において答弁
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指示諮問を行うことを主張している。
具体的な指摘の要旨は以下の通りである。
① 全当事者(訴追側，弁護側，被告人)が決められた日に裁判所に来るよう
要求されていて， これは十分に機能しているように思われる。
② そして，公判に出廷するパリスターではないこともあるが，被告人本
人が答弁についてパリスターと直に栢談する機会を早期に持つことがで
きる。
③ 答弁指示聴問は訴追側が重大は告発を取り消し，被告人が有罪を答弁
するような答弁取引の要素があるかどうかを，両当事者の法律家が相談
する機会として便宜である。現在のところ，このような機会は，通常，
公判期目前にはない。ソリシター簡による両当事者の書面の交換だけで
は，被告人，パリスター，ソリシター，訴追宮が実捺に議論して答弁が
生み出されるほどの効果は，現れないであろう。
④ 被告人が自分独自の最終的な判断をしたにせよ，弁護人の助雷によっ
てその判断に到達するにせよ，対立する両法樟家の間で問意があった
にせよ，早期に有罪が答弁される数は増えるであろう。必要的な (auto-
matic)答弁指示聴関は，便宜な機会を提供することとなろう。
⑤ 答弁指示聴間によって，争点を明確にするとか，効率的であるといっ
たことが挙げられているが，より重要なことは両当事者が十分に準備す
ることができるようになることである。例えば，争いのある事件におい
ては，公判準備のためにパリスターがソリシターに指示することがで
き，そのために答弁指示聴開は有効な機会を提供する。パリスターはソ
リシターと口頭で非公式に意見を交わすこともできる。この結果， とき
には，被告人とソリシター，パリスターの三者で直に相談する機会も早
期lこ提供される。これは，必要的に答弁指示聴簡を開催する最も価値の
ある長所である。
⑥ 答弁指示聴閣においては，笠開票が詳細に準係されていて，裁判所の
聴聞を通じて回答をチェックすることが裁判官には可能となる。このこ
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とが重要なのであって，パリスターが出席し，裁判官に直接回答するこ
とによって，単に書面を交換する以上の回答を引き出すことにもなる。
そのことによりパリスターはあらゆる争点についてソリシターに指示す
る気持ちを高めることにもなる。
⑦ 磯かに，裁判官が全てのケースにおいて，聴関に関与することは非効
率的であるかもしれない。しかし， それ以上に少ない費用で様々な重要
な目的を達成することもできるであろう。すなわち，答弁指示聴関は通
常5分から 30分で簡潔に行われる。また，複数の目的に役立つ。一方
で，公判前の事件に関する重要な情報が現れて，見通しが立てやすい。
これにより非効率的なところや遅延を避けることができる。また一方
で，裁判所が法律家の行動を監督するということも，回避することがで
きる12)。
このようなザ、ンダー教授の主張に対しでは，まず，有罪答弁を早期に実現
させるといったことへの評価が分かれるであろう。さらには，必要的な答弁
指示聴間の効果が，イングランド・クェーノレズの刑事手続の実務上の諸問題
そ考慮した上での比較衡量によって導かれていると思われるため，直ちにわ
が国に参考になるというわけでもない。一方で注意すべきことは，答弁指示
聴閣の評価については，それがあらゆる角度から良いものであると全面的に
評価しているわけではないことである。そして，ザ、ンダー教授は総合考慮の
うえ，この聴聞が良いものと主張しているのである。さらに，教授はその評
価において，具体的な実証的研究を必要とすると付言していることにも注意
を要するであろう。一方で，③の視点は特に強調されているように思われ
る。すなわち，現行制度の重大な欠点のーっとして，弁護側の一般的な事件
における不十分な準備状況が指摘されている。このような観点は，注目に値
するであろう。
イングランド・クエーノレズにおける法制度化されてきた準備手続について
は，なお課題が残されており，手続が定着しているというわけではないと評
価することが可能である。例えば，一度，答弁指示韓関において裁判官が判
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断したことが公判裁判官によって覆されるという問題がある。また，答弁指
示聴問に出席するパリスターが，公判ノミリスターとは違うパリスターである
ことも，課題のーっとして挙げられている。しかし，先のザ、ンダー教授のよ
うに，答弁指示聴霞は，被告人とソリシターがパリスターと事件について話
し合う機会を提供しているという評価もあるお)。実際上，準備段階の手続
にどれほどの動機づけがあるのかは，訴追側，弁護側とも個々の法律家次第
であり，そのどちらにも積極的な動機付けがあまりないというのが，なお現
状のようである。
当初， 1993年王立委員会報告書の勧告を受けて，パリスターへの指示
(instruction) とパリスターの訴訟事件摘要書 (brieOの返答を早めるようにし
たとされる。しかし，それが十分ではなく，答弁指示聴間に入っても，両当
事者に十分な準備ができていない問題や，公判ノtリスターが答弁指示聴時に
現れないといった開題が指摘されてきた。また，このような答弁指示聴時に
ついては，公判裁判官と巽なる裁判官が運営することに対する問題(陪審裁
判が按えているため，むしろ伺じ裁判官であることの方がよいと考えられている)も指
摘されている 14)。
一方，コート・サービス (CourtService)は， 1997年に答弁指示聴障につい
てその有効性を調査した結果，“Crackedtrial"への対策，非効率な公判運
営への対策として，答弁指示聴聞はむしろ有効であるという結果ぞ導き出し
た。すなわち，“Crackedtrial"は， 34%から 29%へと減少し，公判前に行
われる有罪答弁は 38%から 46%へと上昇し，付託から公判までの時聞は 16
週から 12週に減少したと報告したという 15)。このような表語的な数字が果
たして意義があるかどうかについては，議論の余地が当然にあるものの，答
弁指示聴聞が効来的かという議論はその後も行われていくこととなった16)。
例えば，国民会計局 (NationalAudit 0伍ce) も，答弁指示聴聞をより柔軟に
考えるべきであって，わざわざ両当事者，被告人を法廷に呼ばなくとも，
書面で寂り扱う場合が適切な場合もあるのではないかといった意見を出し
た17)。かりに書面を手渡すだけの手続によれば，実際に事件を担当するパ
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リスターが書面だけには関わることも可能となろう。しかし，それが実際上
うまく機能するという保証はなしさらに被告人とソリシターが個別にパリ
スターと相談する機会が奪われるという負の側面もある18)。
注
1) 治安判事裁判所には，“EarIyFirst Hearingヘ“EarlyAdministrative Hearing" と
いった手続がある。前者は簡単な有罪答弁をした事件に，後者はその他の毒事件のた
めにある。 SeeMichael Zander， What on Earth is Lord Justice Auld Supposed to Do? 
[2000] CRIMINAL LAW REVIEW 419， 433. 
2) The Criminal Procedure and Investigations Act 1996 (c. 25)， Arts. 7-10. 
3) この分類はオーノレド報告書による。 SeeLORD JUSTICE AULD， REVIEW OF C立IMINAL
COU立TSOF ENGLAND AND WALES， ch. 10， para. 204 (The Stationary Office， 2001). 
4) JOHN SPRACK， EMMINS ON CRIMINAL PROCEDURE 238 (OxゐrdU niversity Press， 9th 
ed.，2002). 
5) ROGER EDE & ANTHONY EDWARDS， CRMINAL DEFENCE: GOOD P丑ACTICEIN THE 
CRIMINAL COURTS 188-97 (Law Society， 2nd ed.， 2002). 
6) 以上の記述については 1995年実務規範を参照した。 See(1995) 1 WLR 1318. 
7) JOHN ARNOLD Epp， BUILDING ON THE DECADE OF DISCLOSURE IN CRIMINAL PRO司
CEDU立E238-39 (C旦vendishPublishing Limited， 2001). 
8) 筆者が 2003年 1月に傍聴したものでは，大体 10分か 15分くらい 1件にかかり，
長い場合には 20分以上かかる場合もあった。しかし，有罪の答弁をすれば速やかに
量刑に移るため， 5分ぐらいで終わることもあった。手続では，告発された事実が
述べられた後，最初に，被告人がその事実について有罪，無罪の答弁を行う。その
割合は半々くらいであった。午前中の 2時間の問に一人の裁判官が 10件弱を扱って
い7こ。
9) The Criminal 針。cedureand Investigations Act 1996 (c. 25).以下，条文全文中に
示す。
10) SPRACK， supra note 4， at240.ただし，死亡ないし重大な疾病の場合にはこの浪り
ではない。
11) 予備的審理に関する具体的な論文としては， Anthony Edwards，刀JeProcedural 
Aspecお， [1997] CRIMINAL LAW REVIEW 321; Alun Jones， The Dεcline and Fall of the Pre-
para加 yHeariη'g， [1996] C立IMINALLAW REVIEW 460がある。
12) Michael Zander， Note ofDissent in THE ROYAL COMMISSION ON CRIMINAL JUSTICE， 
REPORT， Cm 2263 (HMSO， 1993)， at230-32. 
13) Zander， supra note 1， at424， n31. 
14) JENNY MCEwAN， EVIDENCE AND THE ADVE丑SARIALPROCESS-THE MODERN LAW 
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280-81 (Hart Publishing， 2nd ed.， 1998). 
15) NATIONAL AUDIT OFFICE， CRIMINAL JUSTICE: Wo立KINGTOGETHER， para 5.35， HC 
29 (The Stationery Office 1999)， available at (http://www.nao.org.uk/publications/ 
nao_reports/990029.pdfi (参照日 2006年 8月21日)。
16) 例えば，効果的な手続ではなしむしろその逆であるという主張として， Zander， 
supra note 1， at 434 ただし，ザンダー教授は 1993年刑事可法に隠する王立委員会
報告書の反対意見の中で，部分約に答弁指示聴聞を導入するのではなく，玉立裁判
所の事件に対しては必要的に答弁指示聴聞を行うべきことを主張し，その手続の有
効性を主張している。 Zander，supra note 12， at229， para. 55 
17) NATIONAL AUDIT OFFICE， s~ψra note 15， at108 & 110.報告書はさらに河当事者が
準備を十分に行っていない場合には適切な形での制裁を出すことを考慮すべきであ
るとし，公判準備に対する弁護側ノt リスターの役割U~発揮させるような手段そ考え
るべきであるとして，訴追側と弁護側の連携を図るべきであるとする提案を行って
いる。 Id.at 111-12. 
18) 2001年の政府報告書も，答弁指示聴慌の効巣が様々であることを指摘している。
HOME OFFICE， CRIMINAL JUSTICE: THE WAY AHEAD， para. 3.42， Cd5074 (Home Office， 
2001)， available at (http://¥円引γ.archive.officiaトdocuments.co.ukl document/ cm501 
5074/5074.htm> (参照日 2006年 8Fl 21日)。
3 イングランド・クェーノレズにおける
オーノレド報告書の提案
イングランド・ワェーノレズではさらに最近になって，準備手続論について
新たな局面を迎えている。刑事訴訟のあり方について広〈検討を行ったオー
ノレド報告書が，準備手続のあり方についても詳しく言及したからである 1)。
次に，その内容について見てみよう。
(1)総論
オーノレド報告書は，十分な準備手続が機能することは刑事手続上，重要で
あるとしつつも，現在行われているものはほとんど不必要か誤って利用さ
れていて，裁判所に全員で集まって，パリスターは依頼者と初めて会う機会
となっているだけである， とその不十分な状況を指擁している。そして，
訴追側にとっても，王手い段階で事案を検討することができないため，告発
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(charge)が非現実的となり，その結果，弁護側の準備にも遅れを生じさせ，
答弁や争点を示す状況をケ作らせないものとなっているという。さらに弁護側
ソリシター，パリスターとも，公判前の段階で，十分な公的費用の保障がな
いことも指擁する。また，準備手続が機能するためには，裁判所，両当事者
に十分な利点が係わっていなければならず，裁判官も監督的な役割を準備手
続によって負わされることになるため，裁判宮にとっても十分な準備が必要
とされる。また，被告人，弁護人が非協力的になることの問題点も取り上げ
られる。これは，被告人の黙秘権や証明負担の問題とかかわることとなる
が，少なくとも準備手続においては，特に被告人には，有罪答弁に基づく
刑割引 (sentenced配 ount)や有罪答弁後の保釈あるいは拘禁に伴う特権の緯
持といった，積極的な動機付けとなるような情報を指示する制度の導入も考
えられるとしている。さらに，決定的に重要なことは，情報テクノロジーの
形式を裁判所に導入することであるとして，裁判所，弁護側，訴追側の法律
家， そして拘禁されているかどうかにかかわらず被告人との間で，ビデオ・
リンクによる情報技術の活用は，効果的ではない準備手続に，伺らかの意味
を持ち得るとしている 2)。
そこで報告書は，事前準備に関する四つの観点を提唱している。すなわ
ち，
① 告発 (charge)段階から，強力かつ独立した十分に資源の整えられた
公訴制度の必要性
② 経験・熱意のある弁護士に対して公判前の準備に十分な報翻が支払わ
れることの必要性
③ 身柄拘束されている被疑者・被告人(依頼者)に弁護士が容易にアク
セスできることの必要性
④ 刑事手続，裁判所に関連する資材 (resource) をより効果的に共有でき
る制度の必要性3)
まず，①については，公訴局 (CrownProsecution Service)がより効果的に告
発を判断し，効果的にその主張をコントローノレすることができるようにする
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ことを勧告した。②については，近年の刑事弁護サ一ビス (Cωnm出1託in凶alD耐E品命如bとd出n
S公e師W同icωeω) とパプブ、リツク.デイフエンダ一制度の導入に触れつつ4へ)，準備段階に
おいては準備手続のための法律扶助カが1十分でで、はないことなどを取り上げて，
適切かつ時宜fをと得た準備をを?奨励するようなイ仕士組みをを?緊急急、にf作乍る必必、要があると
している。③については，準備の過程では，弁護側が依頼者に早期かつ容易
にアクセスできることが重要であるとした。そして，被告人がどこに拘禁さ
れているのか確認するのに時間がかかること，電話の設備が十分でないこと
が挙げられている。呉体的には，電話設備数が不足していること，ソリシ
ターからの電話を通常受けることができないこと，篭話カードの取得に時間
がかかること，ソリシターが電話するのに寵利な開廷前の輯の時間帯には，
被収容者が電話にでることができないこと，夕方には被収容者が電話をかけ
やすいが，この時間帯にはソリシタ一事務所が閉まってしまうこと，電話を
かけること自体が常に許可されるわけではないことである。その他，接見lこ
は事前の予約が必要で、あり，拘禁施設によっては午後しか接見を認めていな
いところもある，信警が関披されではならないが，被収容者はソリシターと
の通信の秘密が侵害されていることが分かることもしばしばである， といっ
たことを掲げている。そこで，未決被収容者が，保釈されている被告人より
も，公判準備のことで重大な負担を強いられることがないようにすべきこと
を提案している。④については，清報通信のテクノロジーの装備が準備段
階で必要だとしている。具体的には， r電子答弁指示聴聞 (electronicplea and 
directions hearing) Jや「ビデオ会議 (video-conferencing)Jを好意的に捉えてい
る5)。
以上のような総論から，具体的な答弁指示聴聞と公判準備について，次の
ように述べた。
(2) 答弁指示聴潤について
まず，報告書は，答弁指示聴開における問題点を挙げている。
第ーに，決定に拘束力がある答弁指示聴聞とそうでないものとの間には，
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あまり違いがあるわけではなし有効な制裁を裁判所は持っていないとす
る。第二に，当事者の進展に応じた準備手続の予定計画の調整にも問題があ
るか，あるいは，そのような調整ができないとする。第三に，被収容者に
は，弁護士が容易にアクセスできないという事情があるし，答弁指示聴閣
を九拘禁施設から裁判所に被告人を連れてくるための手段と考えてしまう問
題がある。被告人ふ準備手続の前に弁護人から助蓄を?受ける権利があるは
ずだとする。第四lこ，被告人も拘禁施設から裁判所に来ることには負担を強
いられ，拘禁施設にも不必要な費用と混乱を生じさせている。
さらに，民事事件と重複している事件では，むしろ民刑について一緒の答
弁指示聴器を行う方が，争点の早期確認，当事者や諸機関の協力獲得，第三
者開示の促進，聴聞の期日の早期化において十分に価値があることを掲げて
いる。そこで，事前準備手続の必要性を強調しつつも，口頭による公判前聴
聞 (Pre-Trial Hearing)は複雑・困難な事件といった必要なもの以外には行わ
れるべきはないと指摘したのである。そして，大部分の事件については，口
頭による公判前聴聞は不必要であり，時間と費用がかかるだけであって，効
果的ではないと結論づけている。そこで，より柔軟な手続を考えるべきであ
り，口頭による準備手続は最後の手段と位置づけている。さらに，警察，訴
追官，弁護人が公判準備の質を改善するように集中すべきであるとし，ま
た，河法諸機関の適切な組織と資源も考慮すべきであるとした6)。
(3) 公判前評価
報告書はこのような観点から，書面に基づく答弁指示聴問，あるいは柔軟
な答弁指示聴間について検討している。特に，柔軟な答弁指示聴聞を検討す
る時期であるという認識を?示したのである。報告書は， これを公判前評価
(Pre-Trial Assessment) と呼び，具体的に提案している。
これは， もっぱら書面によって当事者と裁判所が公判準備状況について評
価するものである。すなわち，当事者は書面によってそれぞれ対立当事者と
裁判所に準備状況について知らせ，裁判所が書面で適宜対応するというもの
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である。これによって大部分の問題は解決されるのではないか，という考え
方が示されている。そして書面で対応できないものについては，口頭による
公判前聴間 (σPr児e-T刊na必lHe倒a創ringω)をを?裁判所カが1開催するというものであつた。
さらに，この公判前聴聞が開催される場合には，被告人が拘禁されてい
て，さらに同意している場合に限札被告人は裁判所に引致されず，必要に
応じて収容されている拘禁施設からどデオ・リンクによって準備手続に参加
するということも指描している。口頭の公判前諮問あるいは重要な書面によ
る指示が必要になり得るような事件は，当事者の公判準備を?監督する責務の
ある公判裁判官lこ，できる限り，割り当てられるとしている。
この公判前聴聞が必要になった場合には，裁判官には実体法，手続法，証
拠に関する判断に拘束力を与えるとする。ただし正義の観点から変更ないし
取消しが可能であるとする。このような聴障の機能は，公判や証拠について
事案が覆されるような実質的な問題に焦点を絞ることにあるとする。また重
大な法的，手続的，証拠法的問題についてはできる眠り事前に解決して，迅
速かっ円滑に手続を進めるためであるとする。
なお，公判ノtリスターは，公判前聴聞に出廷すべきであるとしており，こ
れは麗めて重要なことであると指摘したのである 7)。
(4)制裁
制裁を科すことについては，報告書は，否定的に結論づけている。ょう
は，準備手続を効果的にさせるためには，費用命令や不利益推認，主張の機
会の制限は，公判前手続を効果的に奨励する動機付けにならないとしたので
ある。そして，コモン・ローのその他の諸国を見てみても，非協力的な当事
に対して制裁を科すことは難しいということを確認している。
そこで，従来の制度を活用して，司法上の懲戒を施すこととし，パリス
ター協会とソリシター協会に，公判準備に関する行動規範をより厳しくかっ
詳細にするよう要請している。また，公判前評価のときか，その後，あるい
は必要であれば最終的な公判前聴聞のときに，当事者は公判の準備について
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明確にすることが必要とされ，その明確化の期日が適当な標準予定表に規定
されるべきであるとした8)。
(5) 公判郡勝、間に関する異体約勧告
以上の結果，具体的には，主に次の諸点を勧告した9)。
-刑事裁判の公判準備については，答弁指示聴間とその他の予備的審理か
ら基準やすでに適用された予定表に基づく当事者間の協力へ変更される
べきであり，必要であれば，裁判所から書面による指示によって補足さ
れるべきである。
-全国的標準予定表，公判準備のための重要な行動リストを作成し，事件
の性格や複雑さの範轄に合わせて適度に調整すべきである。そして，裁
判所が適当な標準予定表合当事者に出し，当事者は標準予定表を変更す
るよう求めることができるものとする。
-当事者は予定表と事件に関する重要な行動リストに従って準備に努力す
る。そして，彼らの簡で，公判の長さに影響しうる法律・手続・証拠に
関する問題点を解決するよう努力する。
-各事件の予定表には公判前評価の期日が設定される。この公判前評価
は，当事者と裁判所により公判の準備状況に関する評価である。この公
判前評価の期日には，当事者は公判に関する準備について進展を示す
チェックリストを完成させ，公判裁判所に送付するとともに，適宜書面
による指示を求めることができる。
・裁判所ないし当事者が時宜に応じたその他の効果的な準備を必要とする
場合にのみ，公判前聴龍がある。備えば，当事者が予定表に従うことが
できない場合や，効果的な準僚に影響する解決できない問題がある場合
である。あるいは，事件が十分に重大ないし複雑で，裁判所による指示
を必要とする場合である。
・公判前聴聞が開催される場合で，被告人が拘禁されており，悶意してい
る場合には，被告人は裁判所に引致されず，必要な程度で、収容されてい
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る拘禁施設からビデオ・リンクによって参加すべきである。口頭による
公判前聴閣の場合には，裁判宮ないしマジストレイトの指示ないじ判断
には拘束力があり，正義の観点から事後に変更ないし取消があることと
する。
-当事者の一方ないし双方が，正当な理由なく予定表ないしその他の裁判
所の指示に従うことができなかった，あるいは，法律・手続・事実の問
題を解決することができなかったことにより，公判前聴間が必要とされ
る場合には，裁判所は，聴閣に出廷するため，その状況に応じた公的弁
護費用を支払うべし命令をすることができるとともに，公に当事者の
代理人を懲戒する (reprimand)ないしは指示することができる。公的な
懲戒については，懲戒される人物の職業団体に連絡され，その団体に
よって考慮される。その人物が公的弁護に基づいている場合には，団体
は，法律サービス委員会 (LegalServices Commission) となる。また，裁判
所は，適宜，当事者に対して，費用を命ずることができる。
・すべての中関裁判所の判断，命令，指示は，直ちに，裁判所の形式的な
書面によって表現され，当事者に送達される。
(6) オールド報告書に対する評価
以上が答弁指示聴聞なめぐるオーノレド報告書の提案である。これに対して
政府は，答弁指示聴聞に関する以上の勧告について，拘禁施設と裁判所との
間でビデオ・リンクを利用することについては受け入れるとしているが，そ
れ以外の勧告については，さらに検討するという態度を表明した10)。その
理由は，政府として公判準備に関する包括的な改善手段を施している最中で
あるから， ということである。このような表明はすでに出されているが，そ
の具体的内容は，実務の運用を包括的に改善するということであり，オーノレ
ド報告書のような具体的な中身が示されているわけではなかった11)。
公判前評価については，例えば，法律扶助に基づく刑事事件の弁護を提供
する主体である法律サービス委員会は， これに賛悶する意見を明らかにし
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た。また，公判準備に関する四つの柱を提示することについては，重要であ
るという認識も示されていた。もっとも，被収容者のソリシターへのアクセ
スが十分ではないという開題を重大であるとしつつも，公判前の活動に対す
る報酬は現在でもなお十分であるという認識を?示していた12)。
いずれにせよ，オーノレド報告書は，従来のような複数の手続が併存するこ
とについて批判的立場に立ち，一つの単純な措置を導入することを提案した
ことになる。答弁指示聴開や予備的審理のおかげで，当事者は争点を狭め，
明確にできるようになっている， という指摘も見られる。しかし，なお，よ
り強い制裁を課すべきかどうか， という問題提起もなされている 13)。今後，
このようなオーノレド報告書の提案がどのように生かされていくかが，注目さ
れることになるだろう 14)。
j主
1) Lo丑DJUSTICE AULD， REVIEW OF CRIMINAL COURTS OF ENGLAND AND ¥へTALES(The 
Stationary Office， 2001) 
2) Id. at paras. 4-9. 
3) Id. at para. 11 
4) その概要については，岡田悦典「イングランド・ワエーノレズにおける『刑事弁護
サービスJ創設の行方j南はl法学27巻 2号 77頁以下 (2003年)参照。
5) LORD JUSTICE AULD， supra note 1， atparas. 12-34. 
6) Id. at paras. 211-20 
7) Id. at paras. 211-28 
8) Id. at paras. 229-35. 
9) Id. at 492-94 
10) HOME OFFICE， JUSTICE FOR ALL， Cm5563 (Home Office， 2002) 
11) Id. at paras. 3.18-3.24 
12) RESPONSE OF THE LEGAL SERVICES COMMISSION TO THE REPORT ON THE REVIEW OF 
CRIMINAL COURTS OF ENGLAND AND W ALES (2002)， available at <http:/八円円札dca.gov
uk/criminal/auldcom/lorg!lorg3.htm#06> (参照日 2006年 7月13B) 
13) Philip Otton，η1e Role of the Judge in Crimil1al Cases， in MIKE MCCONVILLE & 
GEOFFREY WILSON (ED.)， THE HANDBOOK OF THE CRIMINAL JUSTICE PROCESS 324-25 
(Oxford University Press， 2002). 
14) AND立EWASHWORTH & MIKE REDMAYNE， THE CRIMINAL PROCESS 280 (Oxford 
University Press， 3rd ed.， 2005). 
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II アメリカ合衆国における公判前会議
アメリカ刑事手続における公判前手続
アメリカ合衆国の公判前会議を検討するに当たっては，最初に，アメリカ
合衆毘における一般的な公判前手続の概略を確認しておくこととしよう。ま
ず，連邦管轄における刑事手続では，公判前手続は，主に次のような過程le
経ることとなる 1)。
① 重罪 (felony)は起訴 (indictment) によって訴追される。軽罪 (Misdeω
meanor)は連邦刑事訴訟規則 58条(b)(1)に従って訴追される。大陪審 (grand
jury)が裁判所によって招集されることがあり(連邦刑事訴訟規則6条)，大陪
審は検察鰯の主張が起訴するに十分かどうかを判断する。また，手続の開始
の端緒として，告訴 (complaint)によるものがある。これは告発された犯罪
から成る必要事実が書面によって陳述されているものである。マジストレー
ト裁判官 (magistratejudge)などの前で宣蓄した上で作成される告訴ないしは
告訴と一緒に提出された宣誓供述書から犯罪がなされたと信じる「棺当の理
由 (probablecause) Jがあるとわかった場合には，裁判官は被告人に対する逮
捕令状を発付することができる(連邦刑事訴訟規別4条)。
② 一方で，逮捕後，アメリカ合衆国内では，不必要な遅滞(unnecessary 
delay)なし被逮捕者はマジストレート裁判官の前に引致されなければなら
ない。ここで重罪の場合には，裁判官は被告人に対して告訴ないしは告訴と
一緒に提出された宣誓供述書について助言し，弁護人依頼権，予備審問
(preliminarγhearing)を受ける権利などを助言する。裁判官は，被告人が弁護
人と相談する機会を提供しなければならず，被告人を釈放するか拘禁させる
かを判断する(連邦刑事訴訟規則 5条(呂)(d))。軽罪の手続は刑事訴訟規期 58条
(b) (2)に従う。
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③ 被告人が軽罪以外の犯罪で告発されている場合に，いくつかの例外が
あるが，マジストレート裁判官は，予備審開を開催しなければならない。被
告人が拘禁されている場合には，合理的期間の範囲内で，初回出廷の呂から
10日以内，釈放されている場合には 20日以内に，マジストレート裁判官は
予備審聞を開催しなければならない(連邦刑事訴訟規則 5.1参照)。
④ また，アレインメント (arraignment) という手続が，公開法廷で行わ
れる。この手続では，被告人は，公式に起訴Cindictment)あるいはインフォ
メーション (information) について答弁を尋ねられる。裁判所で，被告人に
対して起訴ないしインフオメーションが読み上げられるか，告発の大意が述
べられる。ただい被告人はこのアレインメントを放棄することもあり得る
(連邦刑事訴訟規則 10条)。アレインメントでは，被告人は，有罪ないしは無・
界， あるいは不抗争の答弁 (nolocontender:被告人は有罪を認めていないが告発に
ついては争わない場合)をすることがあり得る(刑事訴訟規則 11条)。有罪と答弁
した場合には有罪答弁手続に移る。
連邦那事訴訟では，以上のような過程があり，争いがある場合には公判
(trial)へと進むこととなる。アメリカ合衆国における刑事手続の法律書にお
いても，一殻的にはこのような公判前手続が説明される2)。すなわち，以下
の通りである。
① 裁判官への初回出頭(日rstappearance) 不必要な遅滞のないような
形で裁判官の面前に引致される。
② 予備審開 (preliminaryhearingあるいは preliminaryexamination)一一ほとん
どのところでは，初回出頭後2週間以内に関かれるが，被告人は審問を放棄
することができる。
③大隈審手続 起訴Cindictment)があるところでは，重大犯罪におい
ては，大陪審にかかるか，大賠審聴簡を受ける権利を放棄しないかぎり，被
告人は公判に付されることがない。
④ アレインメント
このような公判前手続があるが，アメリカ合衆国の刑事訴訟の特徴とし
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て，様々な問題が公判前に解決されるようになっていることがある。この手
続は公判前申立て (pr巴trialmotions) と呼ばれていて，検察側による事件を訴
追する権和に対する異議であったり，重要な証拠に対する異議であったりす
る。連邦刑事訴訟規出では，特に証拠の弾劾のための申立てについて規定し
ている(連邦刑事訴訟規則 41条巴)。 したがって，雨当事者は，裁判所に対し
て，特定の問題について，公判前に申し立てる道が用意されていることにな
る。裁判所はアレインメント，あるいはその後すぐに，この申立ての期限を
設定することとなっている(連邦刑事訴訟綴則 12条)。
もっとも，弁護人にとっては，憲法上の権利が保障されているかどうかを
確認することがその役割として要求されることになるため，幅広く公判前申
立てを検討することが，有効な弁護を保障する上で重要になっている3)。そ
こで実瞭には一定の事項については公判前申立てによって提起されなければ
ならず， このような申立ては様々である。
刑事訴訟における申立ての法律書によると，すなわち，両当事者が公判で
使用することが可能な証拠に関する申立てとして，証拠排除 (suppress)の申
立てや，証拠開示lこ関する申立てがある。あるいは，自由化。ぱession) と同
意 (admission) に関する申立ては，特にミランダ法則における保護措置に関
連するものとして，重要な地位を占めている。また，被告人の憲法上の権利
を保障するためのものとして，捜索・差押え (searcha吋 seiZl問)に関する申
立ても主要な申立てとして分類されている。それ以外のものとして，検察側
の権限に関連する申立てとして，起訴Cindictment，ir由 rmation)に関する申立
てや，犯罪ないし複数の被告人の合同 (joinder) と分離 (severa恥 e)について
の申立て，あるいは管轄の変更，向一性識別手続など，手続に関連するもの
がある。その他，召喚取消しの申立て，公判前釈放の条件審査，弁護人の
辞任・解任，有罪答弁の撤由など， その麓類は様々であるが，特に，刑事
訴訟における憲法上の権和保障に関連する争いが，数多く申立てられてい
る4)。
その他，雑多な (miscellaneous)申立てと呼ばれるものがあり，特に事前差
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止めの申立て (motionin limine)という手続では，証拠の許容性などを扱う 5)。
以上からすれば，一般的に言えば， この段措が準備手続と言えそうであ
る。この中で，証拠開示については公判前に両当事者が他方に要求すること
になり，要求されれば情報を開示する義務が逆に相手側には生じることとな
る。しかし，これを?拒否すると要求側が申立てを裁判所に提起することとな
る。
したがって，その様々な申立てに基づく公判前手続の韓関があり， これら
はそーションズ・ヒアリング (motionshearing) と呼ばれている。ただし，裁
判所によっては，これらいくつかの申立てを一つの倍括的な聴聞であるオム
ニパス・ヒアリング (omnibushearing)で処理しようとするところもある。あ
るいは，州によってはステイタス・ヒアリング (statushearing)などといった
呼び方もある 6)。これらの聴関の形態がどのように寂られるのかは，一般的
に雷えば，地域によって異なっていると言えるであろう。
注
1) 以下の概略の記述については，主に， ROBERT S. HUNTE立， FEDERAL TRIAL HAND“ 
BOOK: CRIMINAL 1-40 (West， a Thompson Business， 4th ed.， 2005)より，まとめた
ものである。また詳しくは，ロック M.リード・井上正仁・山主主窓『アメリカの刑
事手続]94頁以下(有斐閣， 1987年)を参照した。
2) See JOSHUA D立ESSLE立， UNDERSTANDING CRIMINAL PROCEDURE 8-11 (LesisNexis， 
3rd ed.， 2002) 
3) そのような視点から，弁護人にとって重要な公判前申立てについての詳細な法律
苦手もある。 SeeJAMES A. ADAMS & DANIEL D. BLlNKA， PRETRIAL MOTIONS IN C丑IMI-
NAL PROSECUTIONS (Lexis Law Publishing， 2nd， 1998). 
4) 以上の具体約な内容については， ADAMS & BLlNKA， id.
5) リード他・前掲注 1，218頁以下によると，公訴棄却の申立て，証拠排徐の申立
て，証拠開示の申立てと雑緩な申立てがある，最後の雑種な申立ての中で，毒事前差
止めの申立てがあると説明されている。公平日前申立ては弁護側からなされるのが通
常であるが，訴訟手続延期の申立て (continuancemotion)は，検察官から出され
ることもあるという。また，この手続においては，被告人側に証人審問権や託拠議
類提出議求権などの権利が認められていて，設拠調べ，当事者の弁論が行われる。
同218-20頁参照。また，同警によれば，証明の程度は証拠の優越で足りると解さ
れ，通常は申立てをした側にあるという。同 220頁参照。毒事前差止めの申立てにつ
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いては，丸田経「刑事結審裁判における不適切証拠の事前排除一一Motionsin 
Limine (不適切証拠排徐申し立て)について一一j法と政治43巻4号361頁以下
(1992年)がある。
6) この点に衡する詳総なアメリカ刑事手続の研究として，島伸一『アメリカの刑事
司法一一ワシントン州キング郡を基点として一一~ 123頁以下(弘文堂， 2002年)
参照。
2 連邦刑事訴訟規則の制定過程における
公判前会議
(1) 遼邦刑事訴訟規則における公判前会議の位慧づけ
イングランド・ヲエーノレズにおける答弁指示聴間と比較できるコモン・ロー
諸問における手続としては，アメリカ合衆毘の連邦刑事訴訟規則で定められ
ている公判前会議 (PretrialConference)がある。ボーノレドイン教授の研究によ
れば，イングランド・クエーノレズの公判前審理の発践の由来として， この公
判前会議についての指摘がある 1)。
アメリカ合衆国の刑事手続では，民事手続と同様に，およそ 50年以上前
の20世記半ばに，公判前会議の導入が議論された。連邦那事訴訟規則に規
定される公判前会議については，わが閣でも，ほぼ同じ時期である 1950年
代から 60年代にかけて，同会議の意義がアメリカ合衆国で主張されるよう
になった頃の状況を，敏感に紹介している文献もある。一つは，平野龍一博
士が，公判前会議について，その意義と，当事者間の取引をおそれ，公判中
心主義が無に帰するおそれがあるという否定的側面を紹介している2)。この
公判前会議が導入される過程では，カタフマン裁判官の一連の文献が特に自
立った存荘である。そして，開裁判官の論文が最高裁判所事務総局によって
翻訳されたりしたこともある 3)。これも， r集中審理jのあり方について，
その当時，議論されていた関心に基づくものと推測される 4)。
しかし前述したように，アメリカ合衆国でが， 1970年代以降の刑事手続
関連の法律文献においては， この会議のあり方があまり言及されていない。
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アメリカ合衆閣の民事手続においては，公判前会議が大変によく利用されて
いるがめ，同会議が刑事手続では，実際上あまり利用されていない証左でも
ある。その理由は，それ以外の公判部手続がいろいろと行われていて，具体
的な弁護人の申立てなどによって，聴、簡が関かれ，証拠法の規制のもとにそ
の聴閉が運用されているということそ指擁することができる。まずこ，実際
上，会議の必要性がないというのが，率直な理由なのであろう。つまり，被
告人が出席し，証拠法則に基づいて，事実認定以外の開題について争いを解
決する場を，法廷ごとに聴簡において開催しているということで十分であ
り，それで法曹関係者の中では満足されていると，一般的には説明すること
ができるように思われる。
また，個々の証拠開示も，わざわざ公判前会議まで開催しなくても手続上
行われ，申立てに基づいて争いを穂聞にて解決していることを意味する。ま
さしく「公判中心主義jを前提とする銀り，個々に争いを解決する以前の問
題として両当事者が円滑に物事を運営すれば，必ずしも公判前会議のような
準備手続までは必要としないことを，アメリカ合衆国の動向は示唆している
と言える。
ただし，公判前会議が一規定として連邦刑事訴訟規則に定められていて，
この立法史と法的枠組みを検討することは，大いに参考になるように思われ
る。そこで次に，その規定の制定過程と法律枠組みそ概観してみよう 6)。
(2) 連邦刑事訴訟規則総定過程における公判前会議論
1. 連邦刑事訴訟規則制定の経緯
アメリカ合衆闘では，連邦制度における統一的な司法手続を検討する試み
が， 1920年代， 30年代に行われてきた7)。象徴的な試みとしては， 1929年
にアメリカ合衆国大統領が，連邦法，手続の運営に関する勧告を行うよう
に，法遵守と執行に関する全米委員会 (NationalCommission on Law Observance 
and Enforcement)を指名したことを?挙げることができる。この委員会は様々
な報告書をと作成したが，その中の一つに刑事手続に関する報告書も公にして
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いる8)。特に手続については，地方の裁判所がコモン・ローに基づいて運用
していた。しかし，その結果として様々な実務が行われていて， 7昆乱が生じ
ていた。また，そもそも裁判所の手続ぞ立法lこよって定めることは，厳格な
三権分立，司法の独立の考え方に馴染まないという発想、もあったのであろ
う。一方，パウンドによれば，アメリカ社会は20世紀に入h これまでの
家族を基本として道徳的規律が変化し始めたというように，劇的に社会が変
化したという時代背景もある針。問委員会は，刑事司法における公衆からの
信頼を維持するためにも，特に刑事手続は重要であるとし10)，手続の詳細
は立法によるべきものではなくて裁判所の規則に委ねられるべきであるがと
前置きしながらも，一定の改革の方向性を示唆するに室ったのである 11)。
このような背景のもとで，刑事訴訟については，少なくとも， 1940年代
における連邦那事訴訟規則の制定の試みが，新しい兆候としての象徴的な試
みであったと言える。また，刑事手続の改善，すなわち，被告人の権和保障
と効率的な司法制度の実現による公衆の利益を促進するということが， その
目的とされていた。そしてこの背景には，例えば，効率的な司法制度の穿在
こそ近代的な司法制度への道で、あり， したがって手続の運用こそ，近代的な
ものにしていくべきであるという，その当時の法思想、が反映している 12)。
このような背景のもとに，連邦刑事訴訟規則よりも先にまず連邦民事訴訟
規則が成立し， 1938年に施行されていた。そして，この成果が概ね好意的
の捉えられた結巣，開様に刑事訴訟においても，統一的な手続法が必要であ
るという認識は，高まっていったのである日。
具体的には， 1940年に連邦最高裁判所に手続作成の権限ぞ与える法律が
立法された。そして次に，連邦最高裁判所よりパンダーピノレト氏 (ArthurT‘ 
Vanderbilt) を議長した助言委員会 (AdvisoryCommittee)が指名された。この
助言委員会には，弁護士，検察官，裁判宮，法学者が加わった。連邦刑事訴
訟規則の制定に当たっては，裁判官を始めとする各地の法曹の意見を聴取す
るという作業が必要とされた。そして，その過程を経て，何度かその草稿の
改訂作業が行われたため，段階を経た草案が残されている。 1944年に最終
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案が作成されたため，最終的にはかなりの時簡を要したことになる 14)。
委員会は， 1941年に，民事訴訟規則にさらに刑事訴訟の要素を勘案した
ものとして，試案 (TentativeDra食)ぞ作成した。そして 1942年に非公表予備
草案 (PreliminaryDraft)を作成し，連邦最高裁判所に提出した。ここでは，
各法曹に配布して意見を聴取するために公開することが求められた。しか
し，条文についての目的と問題解決のために必要な問題点を説明する注釈が
必要で、あるという理由から，この公表は実現しなかった。そこで，その後，
1943年になって，予備草案が公にされ(第一次公表予備草案)，裁判所や弁護
士会 (Bar)などに配布された。委員会は各意見を聴取した後に，第一次公表
予備草案の改訂作業を行った。そして両年に，最終案としてこれを連邦最高
裁判所に提出した。しかし連邦最高裁判所からは，十分な検討時間が与えら
れておらず，また十分に担布されて検討されていないという理由から，最終
案は拒否されてしまった。そこで，代わりに第二次予備草案が 1944年に公
にされ，各地に配布されることとなった。第二次予備草案に対しでも裁判
所，弁護士会などの関係各所から意見が聴取された。その結果，助雷委員会
はこれらを分類して再検討することとなった。これを受けて，最終的には開
年に，助言委員会は最終案Iをまとめるに至った。この間，最高裁判所との
閤で，最終案については意見交換が行われた。しかし，最終的には十分には
理解が裁判所からは得られなかった。したがって， この間にも，委員会提案
の規定が削除されたりした。その結果，裁判所による最終案Iが1944年の
12丹に議会に送付された。この案が立法化され，連邦刑事訴訟規則として
1946年に施行されるにヨさった。なお， 1945年にはその きがまとめられ
Tこ15)。
連邦刑事訴訟規則の制定は，大がかりな作業であったことが窺われる。ま
ず，取り扱われた内容が，逮捕手続，アレインメントから上訴に至るまで，
刑事手続の全般にわたるものであった。問規尉の制定により，従来の伝統的
な手続が整理された結巣，現在のアメリカ刑事訴訟の原型の…つが形成され
たといっても過言ではないであろう。
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この過程では公判前会議 (PretrialConたrence)の導入も検討されていた。し
かし， 1946年に最終的に施行された連邦刑事訴訟規則では，結局，公判前
会議の導入のための規定は部除されてしまった。しかし後に検討するよう
に， この当時とそれ以降にも，公判前会議の有用性を説く論文が，数多く発
表されていることは興味深い事実である。
この制定過程に注目する理由は，まさに，公判前会議の導入が企図されて
いたにも関わらず最終段階では部除され，当初はその立法が実現しなかった
からである。そこでこの過程を次に詳しく検討することとする。
2.制定過程における公判前会議に関する議論
公判前会議は， 1942年の非公表予備草案で，次のように規定されてい
7こ16)。
18条公判前手続 (Pre-Trial Procedure) 
起訴状 (indictmentor informatioω の提起後には，裁判所は会議 (conference)
を開くために両代理人(出orneys)合裁判所に出廷するように招く (invitation)
ことができ，その会議では被告人も出席できる (may)ものとする。この会
議では，以下のことを検討する。
① 争点の簡明化
② 不必要な証明そ回避するために，事実および文書 (documents)の承認
(admission)を獲得する可能性
③ 重複した性格~持つ証言をする可能性がある専門家証人あるいは性格
証人，その他の証人の数
④ 手続の識整(disposition)に関連するその他の事項
裁判所は，会議で検討されたいかなる事項についても，会議で採用され
た行動と当事者によってなされた同意事項について再読するという命令を
出すことができる。公判前会議でなされた命令はすべてその後の手続の過
程に及ぶ。ただし，公判で，明白な (manifest)不正義を回避するために修
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正される場合を除しこの規定は，弁護人によって代理されていない被告
人の事件の場合には適用されない。
この規定は，第一次および第二次公表予備草案，そして，助言委員会によ
る最終案まで生き残った。第一次予備草案では，第 16条に規定され，その
後は第 15条に規定されている。第一次予備草案では，注意書きにこの規定
の説明が付されている。その説明は要旨は次の通りである。
すなわち，この規則は連邦民事訴訟規則 16条を基本として作成されてい
る。しかし，民事訴訟規則と異なるのは，刑事事件における被告人の特別の
保護を考慮して考案されているところである。会議の参加は，民事訴訟規則
にあるような裁判所の指示 (directions)によるものではない。この規則では，
「招く(invitation)Jという用語によって表現されている。規則は，弁護人に
よって代理されていない被告人の事件では適用されない。また，連邦民事訴
訟規則にあるような，訴答 (pleading)の訂正などの規定は適用されない。関
当事者の合意事項について再読するという命令について競定されているが，
この範囲も民事訴訟規則と異なり限定されている 17)。ただし，刑事手続で
も公判前会議そ利用できるとすれば，それは民事訴訟で行われていたものが
適用できるということを示すものである， と。このように説明され，時間の
節約になった例が示されている。また，公判前会議の基本原則は民事訴訟と
悶様であるという。すなわち，裁判所の権限が拡大したということではなく
て，公判前会議を利用するという毘的で特別fちされただけであるという。そ
して民事訴訟の公判前会議については，当事者だけではなくて裁判所によっ
ても公判前の調査Cinvestigation)に参加する司法機構 Oegalmachinery)を確立
することであり，問題となっている争点，証拠をそちらに移行させようとし
ている， と言及する。その自的は，簡易化，短縮化，そして公判を避けるた
めの可能性伝探ることである， と記述されている 18)。
この註釈によると，民事訴訟との違いを意識した記述となっている。現
に，当時の文献の中では，この規定は民事手続の公判前会議よりも鰐限的で
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あると評価されている 19)。もっとも，刑事訴訟の公判前会議に関する独自
の目的や輪郭が，必ずしも明瞭に記述されているわけではないように見え
る。特に，刑事訴訟への導入の効果が持関短縮という部面だけによって記述
されているところや，目的も民事訴訟と同様のものが考えられるとしている
だけであるからである。さらに，公判を問避するという民事訴訟の和解に繋
がるような規定を特に注意もなく記述しているところもあり，不十分さは苔
めない。
一方，当時のオーフィーノレド教授の論文によると，弁護人が付いていない
被告人には適用されないとしたのは，不用意な承認 (conc岱sion)が誘発され
るといった被告人の不安を解消するためにあると説明されている 20)。この
ように，できる限り被告人伝強制させるような要素を排除しようと規定さ
れ，刑事訴訟と民事訴訟の違いが意識されていたというのが，一般的な理解
である21)。しかし，それにもかかわらず，次にみるようにこの提案には多
くの批判が寄せられていた。
3.起草過程における意見
第一次意見聴取22)，第二次意見聴取23)については，各条文ごとに内容が
まとめられている。公判前会議lこ関する規定は，第ニ次意見の聴敢の段階で
も生き残っているので，その意見聴取は二度行われたことになる。以下では
その重要な意見交換をまとめておく。
(a) 公判前会議の有効性・必要性
まず，これらによると，公表された予備草案の公判前会議の規定について
は，概ね，裁判官の役に立つ規定ではないかという意見が多かった。特に，
時間の節約になるし，実際の事件でも効果があったという意見が記述されて
いる。しかし，通常の刑事事件では，あまり長所がないのではないか， と
いった意見も散見された。
さらに，少なくとも複雑な事件では有用ではないか， という意見が存在し
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たわけであるが，問時に文書が多い事件では，間様に有効なのではないかと
いう意見もあった。そのため，検察側から提出された文書を扱うことがある
から，裁判官は被告人によるその文書に対する異議について，判断できるよ
うにした方がよいという意見もあった。第二次意見聴取でも，第一次意見聴、
取と開様の意見が散見された。特に，文書が多い事件や，反トラスト法違反
事件では， この種の手続が必要であるという意見があった。ある意見による
と，裁判官の中では，公判前会議の導入に賛成する声も多かったということ
である。裁判官にとっても，この手続が必要的に開催されるわけではなく
て，開催するかどうかは裁判宮の裁量に委ねられてよいことに，賛意が示さ
れていたようである。
(b) 被告人の会議への出席と会議の性格
もう一つの議論の特徴としては，被告人の出席についてが多いことであ
る。第一次意見聴取の段階で，すでに，被告人が公判前会議に出席しないで
いると，後に被告人が自ら同意していないことを弁護人が勝手に間意して
な進めた， と主張する可能性があるから，被告人は必ず出席させるべきであ
る， という意見があった。しかし，一方で，被告人が法廷に行くことを予測
しているような刑事事件では，ほとんど協力は得られないのではないかとい
う意見も出されていた。したがって，手続の自的は十分には達成されないの
ではないか， という意見もあったのである。このような意見は，第二次意見
聴取の段階でも見られた。公判前会議の効果を実際上考えることはなかなか
難しいことでもあり，一般的に言えば，被告人の協力が得られるかどうか，
が大きな関心事であったようである。そこで，公判前に申し立てられるべき
ことが，十分に提起されているかどうかが，この規定を成功させる上で重要
であるという意見も出されていた。
さらに，重大な開題として議論されたことは，公判部会議という手続への
出席が強制を伴うものとなり，特に，被告人に供述を強制するものとなるの
ではないか，憲法上の権利を奪うことになりはしないか， という懸念，意見
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であった。第一閤，第二回意見聴取とも，同意 (admission)が強制的に引き
出されるのではないかという疑問が，多数，提起されていた。さらに，第二
次意見聴取では，起草案における招く (invite)という言葉と指示する (direct)
という言葉とを区別し，民事訴訟と刑事訴訟との違いを意識した起草になっ
ているが，そのような違いが果たして有効なのか， という疑問も提起されて
いた。特に，裁判所から公判前会議の開催ぞ要求したのにもかかわらず被告
人が拒否した場合に，そのことが，結局は被告人に不利益に扱われるのでは
ないかという疑問が提起されていたのである。
また，細かい点では，被告人が出席しない場合に，手続が違法であること
そ明言していない点が指摘されていた。さらに，公判前会議の利点は時間と
費用の削減というだけにあって， このことは絶対的な正義に勝るものではな
いといった批判も出されたのである。また，技術7的意見としては，公判前会
議と公判との聞で，弁護人が交代した場合にはどうするのか， という疑問も
提起された。そして，裁判所からの招きも裁量的なものとして，両当事者に
も協力するかどうかを任意に選択できるようにしておくべきである， という
意見が出されたのである。
(c) 証拠閉
また， もう一つの特徴的な議論は，証拠開示をめぐる問題で、あった。第一
次意見聴取の段階から，検察官からは，被告人は無言のまま立っているだけ
であろうし，そこでは何も被告人を語らせることができないであろうと指摘
されていた。そして，さらに検察官は手の内を関顕するが，被告人は伺も出
すことがないから，この規定には反対であるという強い意見が出されてい
た。さらには，検察側は証拠開示を強制され，証拠開示後には，被告人が何
かを同意するという保証はない。また，間意するように促すこともできな
い。したがって，有罪のはずの被告人が証拠漁り (fishingexpedition)するこ
とになって，彼らに利益になるだけであり，適切な刑事司法の運営に支揮を
きたすのではないか， といった意見が出されていた。これに対して，被告人
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側にとっては悶意や承認をしないことによって，これが公判では被告人に不
利に扱われるのではないかという懸念が，表明されることになる。このよう
な議論の構造は，第二次意見聴取でも窺われる。
この起草案については，その当時の文献でも，刑事司法制度の遅延を解消
する一手設として紹介されたりしている 24)。しかし，公表されている，聴
取されたこれらの意見を概観しただけでも，公判前会議については十分すぎ
る異論が唱えられていたことがわかる25)。概して言えば，訴追という観点、
からすれば，証拠開示を拡大することに対する懸念，すなわち証拠漁りに対
する懸念の表明である。そして，被告人の権利保障という観点からすれば，
同意，承認さらには合意批判lation)などを強制させられるということに対
する懸念があったことになる26)。そして，公判前会議は刑事訴訟では民事
訴訟よりも必要はないであろうし，検察官と弁護人による妥協 (compromise)
を生み出すものであるとすれば，それを司的とすることは適切なものとは言
えないという厳しい意見も出されていた27)。
もともとこの提案に当たっては，連邦民事訴訟境期における成功が前提に
はあった。しかし，それ以外にも，連邦地方裁判所の裁判官たちの中には，
非公式な形で，公判前会議を行っていたという事実があったことも，提案
全促す大きな理由であった28)。また，援数の被告人がいて証拠がたくさん
ある事件では，むしろ有益で、あるという評価もあったのである29)。そのこ
とからすれば，その成果を十分に評備する声もあったわけである。また，刑
事手続の将来を見据えた斬新な手続だという認識もあったと思われる30)。
しかし，刑事訴訟に間有の問題が，ここでは改めて議論されていたのであ
る。
4.裁判所による公判部会議規定の削除
公判前会議の導入に当たっては各所からの批判があったのにもかかわら
ず，助言委員会は，最終案1まで，この規定を盛り込んでいた31)。また，一
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般的には，助雷委員会の案は，概ね，評価されていたようである32)。しか
し，公判前会議の規定は，事前のアリバイ告知の規定とともに最終案 Iの
段階で削除され，実現しなかった。当時の連邦最高裁判所のメモランダムで
ふ公判官立会議については， I司法関係者からは，この規定の趣旨に疑問が
投げかけられている。この規定が含まれたとすれば，この規定には賛意を示
さないとしている者もいる」と記述されているお)。結局，最高裁判所は，
公判前会議の規定に消極的な立場であって，最終的にこれを削除するという
選択をしたのである 34)。この最終段階では，公判前会議と同様に剖験され
た規定として，事前の弁護側アリパイの告知の規定と検察側による証言録取
書の使用に関する規定がある。
もっとも，新しい連邦刑事訴訟規出は自体は，実現する運びとなった。こ
の立法の目的は，例えば，①手続法の成文化，②現行手続の簡素化と時代
遅れの技術の排酷，③望ましいと思われる特定の手続の利用の奨励・普及，
④連邦裁判所間での手続の統一化， と分析されているお)。②については，
具体的には，答弁 (plea) については，すべての妨訴抗弁 (demurrer) と破棄
申立て (motionto quash) を廃止して，有罪，無罪および不抗争答弁 (nolo
coηtendere)だけに限定し，抗弁 (defense)，異議 (objectio叫については，棄却
申立て (motionto dismiss)あるいは適切な救済を認めることによって整理し
たことがある。また，起訴状の形式も簡素化した(規則 7c)。③については，
量出前調査の規定(規則 32c)，あるいは，裁判所選任による専門家証人(規郎
28)，新証拠を理由とする再公判 (newtriゅのための申立ての期間制限の規
定(規則 33)などが挙げられている36)。こうした「立法化Jについては，制
定以前から，立法化による長所が主張されたり 37)，制定後には，民主的プ
ロセスを経たものとして賛意が示されたりしていた問。
)i 
1) ボーノレドイン教授の治安判事裁判所における公判前審理の研究では，アメリカ
合衆国における公判前会議を取り上げることに価値があると指摘されている。 See
JOHN BALDWIN， PRE-TRIAL JUSTICE 4 (Basil Blackwell， 1985)ー
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2) 王子野龍一 f刑事訴訟促進の二つの方法」ジュリスト 227号6頁 (1961年)(訴因と
証拠〔有妥協， 1981年所収)182-83頁)。
3) アーピング Bカタフマン(最高裁事務総局訳)r刑事事件におけるプリトライア
ノレj法曹時報 12巻 7号 31頁(1960年)及び問「アパラチン事件 刑事事件にお
けるプリトライアノレについての再考察」法習時報 13巻 1号33頁(1961年)参照。
4) 岸豊富- w事実審理と訴訟指擦~ 142-43頁(有斐関， 1979年)でも，カタフマン
裁判官によるものと懸われる試みが指摘されている。
5) アメリカ合衆国の民事訴訟におけるプレ・トライア/レ・カンフア V ンスの研究とし
ては，小林秀之『アメリカ民事訴訟法~ 179-202頁(新版， 1996年)参煩。問主舎に
よると，アメリカ合衆国では，民事訴訟では刑事訴訟との異なり，混在に歪るまで
の簡にプレ・トライア/レ・カンフアレンスの利用が増大していった。この利用の域大
に伴い，大多数が和解によって終結するようになり，またこのようは変化の過程で
は，事件を公平・中立な立場として受動的に判断する裁判'eft象から，管理としての
裁判官像への変化を遂げたことが指摘されている。陪審・ 182-86頁参照。
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の導入について，そのような表現金している。 Id.at 323 
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{付記} 本研究は，平成 14，15年度科学研究費補助金・若手研究(B)r刑事裁
判における準備手続の研究Jによる研究成果の一部である。
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